
 

（４）第７期介護保険事業計画の策定（案）について 

 

１ 策定方針 

（１）基本方針 

国が示した計画の基本指針（案）によると、団塊の世代が後期

高齢者となる２０２５年を見据え、第６期介護保険事業計画以降

の各計画期間を「地域包括ケア計画」と位置づけ、地域包括ケア

システム※実現のため、段階的に構築することとしている。  

第７期介護保険事業計画（H30～H32）では、第６期計画の結果

を踏まえ、この取り組みをさらに推進させるため、介護保険制度

の改正の基本的な考え方及び中長期的な視点に立って、給付費の

推計及び保険料設定を行うこととする。  

   

 

 

  

（２）第７期計画のポイント 

  ① 介護サービスの確保に向けた取組  

  ② 在宅医療・介護の連携  

  ③ 認知症施策の推進  

 ④ 生活支援・介護予防サービスの充実  

 ⑤   高齢者の居住安定に係る施策との連携  

 

（３）計画の期間 

   平成３０年度～平成３２年度（３年間）  
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※地域包括ケアシステム：  

介護等が必要になっても住み慣れた地域で可能な限り自立した生活ができるように

するために「医療」「介護」「予防」「生活支援」「住まい」を一体的に提供する仕組。 



２ 現状及び今後の課題 

（１）高齢化の進展に伴う課題 

団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年（H37）には、高齢化の進

展に伴い①高齢者数の増加、②一人暮らし高齢者数の増加等が見込

まれるため、③介護給付費の増加が課題となっている。 

また、介護保険事業は 40 歳以上の方ら支払われる保険料と公費で

賄われているため、介護給付費の増加は④保険料の上昇に直結する。

そのため次期計画においては 2025 年を見据え、給付と負担のバラン

スを考慮した給付費の見込み、保険料設定及び施設整備計画等とす

ることが保険者に求められている。 

  ① ６５歳以上の高齢者数の増加（富山市） 

    H28：118,916 人（高齢化率 28.4％） → H37:119,690 人（30.0％） 

  ② 一人暮らし高齢者数の増加（富山市） 

 H27：16,694 人 → H37：19,189 人程度 

  ③ 介護給付費の増加（全国） 

H28：10.4 兆円 → H37：21 兆円程度※【約 2.0 倍】 

  ④ 保険料の上昇（全国平均） 

H28： 5,514 円 → H37：8,165 円程度※【約 2.1 倍】 

  ※H37 数値は国による試算値 

 

（２）介護保険料 

 ① 第６期介護保険料基準額 月額６，３００円 

（第５期比較＋４００円、＋６．８％）  

 

保険料基準額＝            

               

  

÷  ÷      ÷           ÷             

 

                    

保険給付費  + 地域支援事業費  ×  第１号被保険者負担分  

（ 120,689,466 千円）        （ 22％相当）  

               

＋  財政調整交付金不足額  － 介護給付費準備基金取崩金     

   （ 1,254,312 千円）        （ 755,133 千円）  

保険料収納率（B） 

（ 99％）  

第１号被保険者数（C） 

（363,619 人） 

 
１２ヶ月  

(6,262 円 ) 

保険料収納必要額（A）  



 

② 第７期介護保険料の状況 

１．上昇要因  

・高齢化の進展に伴う給付費の自然増  

  ・第１号被保険者負担割合の増：２２％→２３％  

 

２．抑制要因  

・介護給付費準備基金の取崩  

平成２９年度末残高見込み：１８億７千万円  

 

 ３．制度改正の影響  

  ・介護報酬改定  

  ・一定以上所得者の利用者負担の見直し（２割負担→３割負担）  

  

（参考）富山市及び県内の介護保険料の推移 

 
第 １ 期  

(H12～H14) 

第 ２ 期  

(H15～H17) 

第 ３ 期  

(H18～H21) 

第 ４ 期  

(H21～H23) 

第 ５ 期  

(H24～H26) 

第 ６ 期  

(H27～H29) 

富 山 市  2 , 9 8 3 円  4 , 0 5 8 円  4 , 7 8 0 円  4 , 7 8 0 円  5 , 9 0 0 円  6 , 3 0 0 円  

県内平均 

(加重平均) 
2 , 9 2 1 円  3 , 7 8 9 円  4 , 4 6 1 円  4 , 5 7 4 円  5 , 5 1 3 円  5 , 9 7 5 円  

県内最高 
上 婦 負 組 合 

3 , 2 3 3 円  

上 婦 負 組 合 

4 , 0 9 2 円  

魚 津 市  

4 , 9 7 0 円  

魚 津 市  

4 , 8 0 0 円  

魚 津 市  

5 , 9 8 0 円  

富 山 市  

6 , 3 0 0 円  

県内最低 
氷 見 市  

2 , 7 5 5 円  

氷 見 市  

3 , 2 7 5 円  

砺波組合 

3 , 7 0 0 円  

新川組合 

3 , 9 0 0 円  

新川組合 

4 , 8 0 0 円  

氷 見 市  

5 , 4 9 0 円  

全国平均 2 , 9 1 1 円  3 , 2 9 3 円  4 , 0 9 0 円  4 , 1 6 0 円  4 , 9 7 2 円  5 , 5 1 4 円  

 

【参考】 

 中核市４３市中で３番目に高い（平成 26 年度時点、平均 5,617 円） 

 

 



３ 対応方針 

（１）主な制度改正への対応方針 

介護保険法の改正等を含む「地域包括ケアシステムの強化のため

の介護保険法等の一部を改正する法律」が平成 29 年 5 月 26 日成立、

6 月 2 日公布。 

 

【主な内容】 

 ① 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推

進 

 ・データに基づく課題分析と対応 

 ・計画に介護予防・重度化防止等の取組内容・目標の記載 

 ・要介護状態の改善・維持に対する評価（インセンティブ付与） 

 

 ② 医療・介護の連携の推進 

今後増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のた

め、新たな介護保険施設（介護医療院）の創設。（現行の介護療養

病床の経過措置期間は、介護施設等への転換が進んでいないこと

からさらに６年間延長された） 

  ・平成３０年４月１日施行 

 

 ③ 一定以上所得者の利用者負担の見直し（２割負担→３割負担） 

  ・利用者負担割合証の発行等の事務を円滑に進める。 

  ・平成３０年８月１日施行 

 

 ④ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするた

め介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける。 

  ・平成３０年４月１日施行 



（２）施設整備の方針 

   第６期からの方針である「施設から在宅への転換」、「地域密着

型サービスの普及」を引き続き推進し、介護が必要になっても住

み慣れた自宅や地域で必要なサービスが受けられるよう、以下の

点に考慮した施設整備とする。 

・各種調査結果を反映した整備計画とする。 

・給付と負担のバランスに考慮した計画とする。 

・介護保険事業計画と同時改定となる富山県医療計画とも整合を

図った施設整備計画とする。 

 

・介護３施設等の整備状況（中核市比較） 

 

・居宅サービスの整備状況（中核市比較） 

事業所数の多いサービスは、通所介護４位（人口 10 万人当たりの

事業所数 40.6 事業所）、短期入所療養介護５位（同 6.2 事業所）、短

期入所生活介護７位（同 10.7 事業所）となっている。 

・地域密着型サービス（中核市比較） 

事業所数の多いサービスは、認知症対応型通所介護４位（人口 10

万人当たりの事業所数 5.5 事業所）、小規模多機能型居宅介護１０位

（同 6.2 事業所）となっている。 

（参考）        

 

   【出典：平成 27 年介護サービス施設・事業所調査】 

 


